
島 根 県 報
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道路の区域を次のように変更したので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年	月
日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�����号 平成��年	月
日 (�)

道路の
種 類

路 線 名

道 路 の 区 域 管轄する地
方機関の名
称

備 考
区 間

変更前
後の別

敷地の幅員 延 長

Ａ
前

メートル
��
��～

��
��

メートル
�����
��

左記のＡ及びＢ
は関係図面に表
示する敷地の区

� �

� �

道路の区域の変更 （道 路 維 持 課） �

道路の供用開始 （ 〃 ） �

急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂 防 課） �

都市計画事業の認可 （都 市 計 画 課） �

一定の複数建築物に対する制限の特例に係る対象区域 （建 築 住 宅 課） �

� �

平成��年度調理師試験の実施 （健 康 推 進 課） �

都市計画の変更案の縦覧 （都 市 計 画 課） �

�
����

島根県行政情報ネットワーク用パソコンの購入に係る一般競争入札の実施 （会 計 課） �

����

公職選挙事務取扱規程の一部改正 �

����

不在者投票を行うことができる施設の所在地の変更 �

�����

しいらつけ漁業保護のための他の漁業の操業及び遊漁の制限 ��

� �

平成��年度宅地建物取引主任者資格試験の実施 （建 築 住 宅 課） ��

����������������������������������������������������
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平成��年	月
日 (金)
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(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報
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道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年	月
日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�����号 平成��年	月
日(�)

県 道 海潮宍道線
松江市宍道町上来待��

番
地先から同町東来
待����番
地先まで

Ｂ ����～
�����

��������
松江県土整
備事務所

分をいう。

道路改良工事

ダブルウェイ解
消

市町村道移管
後 Ａ �����～

�����
��������

〃 広瀬荒島線
安来市西松井町字小原
���番�地先から同字
���番�地先まで

前 �����～
�����

������

松江県土整
備事務所広
瀬土木事業
所

交通安全工事

拡幅後 �����～
�����

������

〃 〃

安来市西松井町字小原
���番�地先から同市
田頼町字西境���番�

地先まで

Ａ

前

Ｂ

�����～
�����

������
左記のＡ及びＢ
は関係図面に表
示する敷地の区
分をいう。
ダブルウェイ解
消
土地所有者への
返還
仮設道撤去

�����～
�����

������

後 Ａ �����～
�����

������

〃 〃
安来市田頼町字本郷
���番�地先から同町
字台���番�地先まで

前 ����～
�����

����� 交通安全工事

拡幅後 �����～
�����

�����

〃
玉湯吾妻山
線

仁多郡奥出雲町三成
����番�地先から同地
先まで

前 ���� ����� 雲南県土整
備事務所仁
多土木事業
所

災害防除工事

拡幅後 ����～
�����

�����

〃 川本美郷線
邑智郡美郷町都賀行
���番地
地先から同
地先まで

前 ���� �����
県央県土整
備事務所

災害復旧工事

拡幅後 ����～
����

�����

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する地
方機関の名
称

備 考

県 道
玉湯吾妻山
線

仁多郡奥出雲町三成����番�地先から同
地先まで

メートル

�����
平成��年
	月��日

雲南県土整
備事務所仁
多土木事業
所

〃
多伎江南出
雲線

出雲市大津町字新崎����番�地先から同
町字本朝���番�地先まで

������
平成��年
	月��日

出雲県土整
備事務所



島 根 県 報
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急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和��年法律第��号）第�条第�項の規定により、次に掲げる土地の

区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第�項の規定により告示する。

平成��年�月	日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 区域の名称 島ヶ原


 土地の表示

次に掲げる地番の土地に存する標柱�号から��号までを順次に結んだ線及び標柱�号と��号を結んだ線により囲まれ

た区域

� 区域の名称 玉の宮


 土地の表示

次に掲げる地番の土地に存する標柱�号から��号までを順次に結んだ線及び標柱�号と��号を結んだ線により囲まれ

た区域

第��

�号 平成��年�月	日 (�)

〃 川本大家線
邑智郡川本町大字三俣

番�から同所ま
で

������
平成��年
�月��日 県央県土整

備事務所
〃 〃

邑智郡川本町大字三俣��番
から同大字
��番�まで

�����
平成��年
�月��日

〃 浜田商港線
浜田市原井町����番�地先から同町����

番地先まで

����

平成��年
�月��日

浜田県土整
備事務所

所 在 及 び 地 番 標 柱 番 号

鹿足郡吉賀町柿木村白谷���番
 �号

〃 �
�番 
号及び�号

〃 ����番 �号

〃 ��
�番� �号

〃 ���番 �号及び�号

〃 ���番 	号及び�号

〃 ���番 ��号

〃 �
� ��号

所 在 及 び 地 番 標 柱 番 号

松江市玉湯町玉造�
��番 �号及び
号

〃 �
��番� �号

〃 ���番
 �号

〃 �
��番� �号

〃 ���番� �号

〃 ���番
 �号

〃 ���番� 	号

〃 �
�番
地先道路敷 �号

〃 ����番	 ��号



島 根 県 報
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都市計画法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定により、都市計画事業の認可をしたので、同法第�	条第�項

の規定により次のとおり告示する。

平成��年
月�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 施行者の名称

出雲市

� 都市計画事業の種類及び名称

平田都市計画道路事業
・�・
号元町中の島線


 事業施行期間

平成��年
月�日から平成	�年
月��日まで

� 事業地

� 収用の部分

島根県出雲市平田町字後川､ 字本町､ 字灘町､ 字御茶屋町及び字中ノ島地内

� 使用の部分

なし

�������	�


建築基準法（昭和	�年法律第	��号）第��条第�項の規定により、次のとおり一定の複数建築物に対する制限の特例に

係る認定をしたので、同条第�項の規定により告示する。

その関係図書は浜田県土整備事務所及び浜田市役所に備えて一般の縦覧に供する。

平成��年
月�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 対象区域

浜田市旭町丸原���番� 他	�筆

� 認定の年月日及び番号

平成��年�月	�日 第�号

第�����号 平成��年
月�日(�)

〃 ���番� ��号

〃 ���番�地先水路敷 �	号

〃 ���番� ��号

〃 ��	番� ��号

〃 ��	番� ��号

〃 ���番� ��号

〃 ����番� ��号

〃 ����番� ��号

〃 ���番
 ��号

〃 ���番 	�号

〃 ��	番地先道路敷 	�号

〃 ��	�番 		号



島 根 県 報

� �

調理師法（昭和��年法律第���号）第�条の�第�項の規定に基づき、平成��年度調理師試験を次のとおり実施する。

平成��年	月
日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 試験日時

平成��年�月�
日（水）��時から��時まで

� 試験会場

松江市殿町 島根県民会館

浜田市片庭町 浜田合同庁舎

隠岐郡隠岐の島町 隠岐合同庁舎

� 試験科目

食文化概論、衛生法規、公衆衛生学、栄養学、食品学、食品衛生学、調理理論

� 受験資格

次の学歴及び業務経験を有している者

� 学歴

学校教育法（昭和��年法律第�
号）第��条に規定する者及び調理師法施行規則（昭和��年厚生省令第�
号）附則第

�項の各号のいずれかに該当する者

� 業務経験

多数人に対して飲食物を調理して供与する施設（継続して�回��食以上又は�日��食以上を調理して供与するもの

であること。）又は営業（飲食店営業、魚介類販売業又はそうざい製造業）において、�年以上調理の業務に従事し

た者

� 受験手続及び提出書類

� 受験願書等の請求

受験願書等の関係用紙は、住所地を管轄する保健所健康増進グループ又は島根県健康福祉部健康推進課に請求する

こと。

関係用紙を郵便で請求する場合は、封筒の表に「調理師試験願書請求」と朱書し、�
�円切手をはったあて先明記

の返信用封筒を必ず同封すること。

� 提出書類

次に掲げる書類を住所地を管轄する保健所又は県外に住所を有する者にあっては、島根県健康福祉部健康推進課に

提出すること。

ア 調理師試験願書

イ 調理業務従事証明書

ウ 学歴証明書

エ 戸籍抄本（学歴証明書の氏名と現在の氏名が異なる場合）

� 受験手数料


����円（島根県収入証紙で納入すること。）

� 受験願書等の提出期間

平成��年�月��日（金）から平成��年�月��日（金）まで（郵送の場合は、平成��年�月��日（金）までの消印の

あるものに限る。）

	 受験票の送付

受験資格を審査した後、平成��年
月�
日頃に送付する。

第����
号 平成��年	月
日 (�)



島 根 県 報

� 合格者の発表

平成��年��月��日午前��時に県庁前掲示板及び各保健所に掲示するとともに、その受験番号を島根県のホームページ

に登載する。また、平成��年��月��日以降に合格証を送付する。

� その他

受験手続その他この試験に関する問合せは、最寄りの保健所又は島根県健康福祉部健康推進課にすること。

なお、郵便で問い合わせるときは、必ずあて先明記の返信用封筒を同封すること。

都市計画法（昭和�	年法律第���号）第��条第
項において準用する同法第��条第�項の規定により、都市計画を変更

しようとするので、同法第��条第
項において準用する同法第�
条第�項の規定により次のとおり公告し、当該都市計画

の案を公衆の縦覧に供する。

なお、当該都市計画の案については、縦覧の期間満了の日までに意見書を提出することができる。

平成��年�月�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 都市計画の種類

松江圏都市計画区域区分の変更


 都市計画を変更する土地の区域

松江市東津田町､ 山代町

安来市東赤江町､ 佐久保町､ 黒井田町

八束郡東出雲町大字出雲郷､ 春日､ 須田､ 内馬

� 縦覧場所

島根県土木部都市計画課並びに松江市役所､ 安来市役所及び東出雲町役場

� 縦覧期間

平成��年�月��日から平成��年�月��日まで

� � � � � �

次のとおり一般競争入札に付すので、地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第��
条の�第�項及び地方公共団体

の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成�年政令第	
�号）第�条の規定により公告する。

平成��年�月�日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 入札に付する事項

� 調達する物品の名称及び数量

島根県行政情報ネットワーク用パソコン ���台

� 調達する物品の仕様等

入札説明書による。

� 契約期間

契約締結の日から平成��年�月��日まで

� 納入期限

平成��年�月��日

� 納入場所

島根県内とし、詳細は入札説明書による。

� 入札方法

第�����号 平成��年�月�日(�)
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ア 入札は、パソコン�台当たりの単価で行うものとする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の�パーセントに相当する額を加算した金額をもっ

て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、契約を希望する見積金額の���分の���に相当する金額を入札書に記載すること。

� その他

入札説明会は実施しない。

� 入札参加資格

� 地方自治法施行令第���条の	第�項の規定に該当しない者であること。

� 地方自治法施行令第���条の	第�項の各号のいずれかに該当すると認められる事実があった後、�年を経過しな

い者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。

� 物品の売買、借入れ等に係る入札参加資格審査要綱（昭和
�年島根県告示第	号）第	条の規定に基づき、営業種

目が大分類�（文具・事務用機器類）、中分類�（情報処理機器）の入札参加資格の認定を受けている者であるこ

と。

� 島根県が行う建設工事等の請負又は物品の売買、借入れ等に係る入札について入札参加資格者指名停止の措置を受

け、入札日においてその措置の期間が満了していない者でないこと。

� この入札に係る入札説明書の交付を受け、指定期日までに別に定める入札参加資格確認申請書（以下「申請書」と

いう。）を提出した者であって、入札参加資格を有すると島根県知事が認めた者であること。

� 入札説明書の交付等

� 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒���
���� 島根県松江市殿町�番地 島根県庁本庁舎�階

島根県出納局会計課 用度グループ

電話 ����－��－���� ファクシミリ ����－��－����

� 入札説明書の交付期間及び交付方法

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者の申請により、入札に参加しようとする者�人に対し、�部を無償で交

付する。

イ 交付期間は、本公告の日から平成��年�月��日まで（島根県の休日を定める条例（平成元年島根県条例第�号）

第�条に規定する休日を除く。）の午前�時から午後�時までとする。ただし、正午から午後�時までを除く。

ウ 電子ファイル（���及び�����形式）による交付を希望する者には、電子ファイル（���及び�����形式）を電

子メールに添付して入札説明書を交付するので、交付期間中に、法人名（法人のみ）、担当部課名、担当者名、電

話番号、返信先電子メールアドレスを明記して上記�まで申し込むこと。

� 入札参加資格の確認

ア この入札に参加を希望する者は、下記期限までに、申請書に入札説明書に規定する書類等を添付の上、島根県知

事に提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。

なお、期限までに申請書を提出しない者又は入札参加資格がないと認められた者は、この入札に参加することが

できない。

イ 提出期限 平成��年�月�日（火）午後�時

ウ 提出場所 上記�の場所

エ 提出方法 持参又は書留による郵送（提出期限必着）

	 入札及び開札の日時並びに場所等

� 日時

平成��年�月��日（木） 午後�時

� 場所

島根県松江市殿町�番地 島根県庁会議棟 第�会議室

第�����号 平成��年�月�日 (�)
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� その他

郵便による入札については、平成��年�月��日（水）午後�時までに上記��の場所に到着していること。

� その他

� 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

入札者が見積もる契約金額の���分の�以上を納付すること。ただし、島根県会計規則第��条の	各号のいずれか

に該当する場合は、免除する。

なお、入札保証金の算定方法は、入札説明書による。

� 契約保証金

契約金額の���分の��以上を納付すること。ただし、島根県会計規則第��条の	各号のいずれかに該当する場合

は、免除する。

なお、契約保証金の算定方法は、入札説明書による。

� 入札者に求められる事項

この入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認申請等に必要な書類について説明を求められた場合は、これに

応じなければならない。

� 入札の無効

本公告に示した入札参加資格のない者が入札したとき、入札者に求められる事項を履行しなかったとき、その他島

根県会計規則第�
条各号のいずれかに該当するときは、当該入札者の入札は無効とする。

� 契約書作成の要否

要する。

� 落札者の決定方法

島根県会計規則第��条の規定に基づき、定められた予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札

者を落札者とする。

� 再度入札

再度入札は、	回まで行うものとする。

	 その他

詳細は入札説明書による。

� 
������

� ���� ���������������������������� ���!�"��

����#���"���$%�� �������
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公職選挙事務取扱規程の一部を改正する規程をここに公布する。

平成

年�月�日

島根県選挙管理委員会委員長 津 田 和 美


����������	
��

公職選挙事務取扱規程の一部を改正する規程

公職選挙事務取扱規程（昭和��年島根県選挙管理委員会規程第�号）の一部を次のように改正する。

第
�条の次に次の�条を加える。

（在外投票の投票用紙等を発送する日）


����� 在外選挙執行規則（平成

年自治省令第�号）第��条第�号に規定する当該選挙に関する事務を管理する選

挙管理委員会が定める日は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める日とする。

� 衆議院議員又は参議院議員の統一対象再選挙（公職選挙法第��条の�第�項に規定する統一対象再選挙をいう。以

下同じ。）又は補欠選挙が同項の規定により行われる場合 �月
�日から翌年の�月
�日までに当該選挙を行うべき

事由が生じた場合は当該期間の直後の�月
�日、�月
�日からその年の�月
�日までに当該選挙を行うべき事由が生

じた場合は当該期間の直後の�月
�日

� 衆議院議員又は参議院議員の統一対象再選挙又は補欠選挙が公職選挙法第��条の�第�項又は第�項の規定により

行われる場合 当該選挙を行うべき事由が生じた旨を県委員会が告示した日又は参議院議員の任期満了の日前��日に

当たる日のいずれか遅い日

� 衆議院議員若しくは参議院議員の再選挙が公職選挙法第��条の�第�項の規定により行われる場合又は参議院議員

の統一対象再選挙若しくは補欠選挙が同条第�項の規定により行われる場合 当該選挙を行うべき事由が生じた旨を

県委員会が告示した日

� 公職選挙法第��条の�第�項の規定の適用がある場合において、前項の規定の適用については、同項第�号中「当該

選挙を行うべき事由」とあるのは「同条第�項の規定により読み替えて適用される同条第�項に規定する遅い方の事

由」と、同項第�号中「当該選挙を行うべき事由」とあるのは「同条第�項の規定により読み替えて適用される同条第

�項又は第�項に規定する遅い方の事由」と、同項第�号中「当該選挙を行うべき事由」とあるのは「同条第�項の規

定により読み替えて適用される同条第�項又は第�項に規定する遅い方の事由」とする。

� �

この規程は、公布の日から施行する。

� � � � � � � � �


�����������
���

公職選挙法施行令（昭和��年政令第�
号）第��条第�項及び第�項第�号、漁業法施行令（昭和��年政令第��号）第�

条の規定により準用する公職選挙法施行令第��条第�項及び第�項第�号並びに農業委員会等に関する法律施行令（昭和

��年政令第��号）第�条の規定により準用する公職選挙法施行令第��条第�項及び第�項第�号の規定による不在者投票

を行うことができる施設について、次のとおり変更があった。

平成

年�月�日

島根県選挙管理委員会委員長 津 田 和 美

変更のあった施設

第
����号 平成

年�月�日 (
)
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漁業法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、しいらつけ漁業保護のため、他の漁業の操業及び遊漁

の制限について、次のとおり指示し、その有効期間は、平成��年�月�日から平成��年	月
�日までとする。

平成��年�月�日

島根海区漁業調整委員会会長 伊 藤 裕

しいらつけ漁業によるものを除くほか、毎年�月�日から��月
�日までの間、しいらつけ漁業の許可を受けた者が設置

したつけを中心として半径���メートルの円によって囲まれた海域において、しいら、よこわ、ひらまさ又ははまちの採

捕を目的とする漁業を禁止し、及び遊漁（漁業以外の目的で行う水産動植物の採捕をいう。）による当該魚種の採捕を目

的とする全ての釣を禁止する。ただし、しいらつけ漁業の許可を受けた者の同意を受けた場合は、この限りではない。

� �

宅地建物取引業法（昭和��年法律第���号）第��条の
第�項の規定による島根県知事の委任に係る平成��年度宅地建

物取引主任者資格試験を次のとおり実施する。

平成��年�月�日

財団法人不動産適正取引推進機構理事長 三 澤 眞

� 試験の日時

平成��年��月��日（日曜日）午後�時から午後�時まで

ただし、宅地建物取引業法第��条第�項の規定により、国土交通大臣の登録を受けた者が行う講習を受講し修了試験

に合格した者で、試験の一部免除を受けようとする者（宅地建物取引業法施行規則第��条の	第�号にいう登録講習修

了者。以下「登録講習修了者」という。）については、午後�時��分から午後�時まで


 試験の場所

受験申込みの受付の際に指定する。

� 試験の内容

� 内容

おおむね次の事項について行う。

ア 土地の形質、地積、地目及び種別並びに建物の形質、構造及び種別に関すること。

イ 土地及び建物についての権利及び権利の変動に関する法令に関すること。

ウ 土地及び建物についての法令上の制限に関すること。

エ 宅地及び建物についての税に関する法令に関すること。

オ 宅地及び建物の需給に関する法令及び実務に関すること。

カ 宅地及び建物の価格の評定に関すること。

キ 宅地建物取引業法及び同法の関係法令に関すること。

ただし、登録講習修了者については、前記アとオに掲げる事項に関する問題を免除する。

� 出題法令

第�����号 平成��年�月�日(��)

施 設 の 名 称 及 び 所 在 地
変更事項 変 更 後

名 称 所 在 地

社会福祉法人多伎の郷老人保
健施設たき

出雲市多伎町小田��番地 施設の所在地 出雲市多伎町小田��番地�
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平成��年�月�日現在施行されている法令による。

� 試験の方法及び出題数

� 方法 �肢択一式の筆記試験による。

� 出題数 ��問

ただし、登録講習修了者については、��問とする。

� 受験資格

年齢、性別、学歴等に関係なく、だれでも受験することができる。

	 受験申込み

� インターネットによる申込み

ア 試験案内の掲載

ア� 掲載期間

平成��年
月�日（月曜日）から平成��年
月��日（火曜日）まで

イ� 掲載場所

財団法人不動産適正取引推進機構のホームページ（
���������������������）

イ 申込期間

平成��年
月�日（月曜日）午前�時��分から平成��年
月��日（火曜日）午後�時��分まで

ウ 申込方法

ア� 財団法人不動産適正取引推進機構のホームページ（
���������������������）にアクセスし、受験申込画面に

おいて必要な事項（登録講習修了者については、登録講習修了者証明書（修了試験合格年月日が試験実施日前�

年以内のもの）に記載されている登録講習機関の登録番号及び修了番号を含む。）を入力する。

イ� 写真ファイル（平成��年�月�日以降に撮影した上半身、無帽、正面向き、無背景のもので����形式のも

の）を添付する。

エ 受験手数料

� ���円

財団法人不動産適正取引推進機構が指定したクレジットカードにより又はコンビニエンスストアより納入する

（事務手数料は、本人負担）。

� 郵送による申込み

ア 試験案内及び受験申込書の配布

ア� 配布期間

平成��年
月�日（月曜日）から平成��年
月��日（火曜日）まで。

ただし、土曜日、日曜日及び休日は除く。

イ� 配布場所

財団法人島根県建築住宅センター

社団法人島根県建設業協会松江支部

同 雲南支部

同 出雲支部

同 邑智支部

同 大田支部

同 浜田支部

同 益田支部

同 隠岐支部

社団法人島根県宅地建物取引業協会松江支部

同 出雲支部

第� !!"号 平成��年	月#日 (��)
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同 大田支部

同 浜田支部

同 益田支部

イ 申込期間

平成��年
月�日（月曜日）から平成��年
月��日（火曜日）までの日付けの消印のあるものに限り有効とす

る。

ウ 提出書類

ア� 受験申込書（受験手数料納入済を証する郵便振替払込受付証明書又は銀行振込払込受付証明書をはったもの）

イ� 写真一葉（平成��年
月�日以降に撮影した上半身、無帽、正面向き、背景で縦���センチメートル、横���セ

ンチメートル、ただし、顔の寸法は、頭頂からあごまでが���センチメートル以上���センチメートル以下の大き

さのもの）

ウ� 登録講習修了者については、前記ア�とイ�に加えて登録講習修了者証明書（修了試験合格年月日が試験実施日前

�年以内のもの）

エ 受験手数料 ��			円

受験申込前に、所定の郵便振替用紙又は銀行振込用紙により、郵便局又は財団法人不動産適正取引推進機構が指

定する銀行預金口座に払い込む（払込手数料は、本人負担）。

オ 郵送先及び郵送方法

財団法人島根県建築住宅センター（松江市北田町��―�建築会館）あて配達記録郵便で申し込むこと。


 合格発表

� 発表の期日

平成��年��月�日（水曜日）

� 発表の方法

財団法人島根県建築住宅センター及び島根県庁前掲示板へ合格者一覧表の掲示をするとともに、本人あて合格証書

の送付により行う。

� 試験に関する問い合わせ先

財団法人島根県建築住宅センター

電話 （	���）��－����

第�����号 平成��年�月�日(��)


